
 

会計年度任用職員の特別休暇の取り扱いについて 

 

 

令和６年４月１日より、会計年度任用職員の特別休暇について、下記のとおり取り扱いが

変更になりました。 

 

記 

 

１　有給の特別休暇に変更となるもの 

　　①　子の看護休暇 

　　②　妊産婦の健康診査及び保健指導 

　　③　妊娠中の通勤緩和 

 

 

２　有給の特別休暇であったが、期間が変更となるもの 

　　①　産前休暇（６週間　⇒　８週間　　　　　※正職員と同じ期間に変更） 

　　②　産後休暇（８週間　⇒　８～１０週間　　※正職員と同じ期間に変更） 

 

 



令和６年４月１日より変更になる会計年度職員に係る特別休暇部分（以下休暇は、全て有給の特別休暇） 

 ②妊産婦の健康診査及び保健指導 

　　妊娠中又は出産後１年以内の女性の会計年度

任用職員が母子保健法（昭和４０年法律第１４１

号）第１０条に規定する保健指導又は同法第１３

条第１項に規定する健康診査を受ける場合

 

　　妊娠満２３週までは４週間に１回、妊娠満２４

週から満３５週までは２週間に１回、妊娠満３６

週から分べんまでは１週間に１回、産後１年まで

はその間に１回（医師等の特別の指示があった場

合には、いずれの期間についてもその指示された

回数）とし、その都度必要と認められる時間

 ⑤妊娠中の通勤緩和 

　　妊娠中の女性の会計年度任用職員が通勤に利

用する交通機関の混雑の程度が母体又は胎児の

健康保持に影響があると認める場合

 

　　当該会計年度任用職員について定められた勤

務時間の始め又は終りにおいて１日を通じて１

時間を超えない範囲内で必要と認められる時間

 ⑧産前休暇 

　　８週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）

以内に出産する予定である女性の会計年度任用

職員が申し出た場合

 

出産の日までの申し出た期間

 ⑦産後休暇 

　　女性の会計年度任用職員が出産した場合

 

　　出産の日の翌日から８週間を経過する日まで

の期間（産後６週間を経過した女性の会計年度任

用職員が就業を申し出た場合において医師が支

障がないと認めた業務に就く期間を除く。）この

場合において、産前休暇が８週間（多胎妊娠の場

合にあっては、１４週間）に満たない場合は、当

該残余日数を産後休暇に加えることができる。た

だし、産後休暇は１０週間を超えることができな

い。

 ⑭子の看護休暇 

　　小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者

の子を含む。以下この号において同じ。）を養育

する会計年度任用職員（１週間の勤務日が３日

以上とされている者又は週以外の期間によって

勤務日が定められている者で１年間の勤務日が

１２１日以上であるものであって、６月以上の

任期が定められている又は６月以上継続勤務し

ているものに限る。）が、その子の看護（負傷し、

若しくは疾病にかかったその子の世話又は疾病

の予防を図るために必要なものとして市長の定

めるその子の世話を行うことをいう。）のため勤

務しないことが相当であると認められる場合

 

　　１の年度（４月１日から翌年の３月３１日まで

をいう。以下同じ。）において５日（その養育す

る小学校就学の始期に達するまでの子が２人以

上の場合にあっては、１０日）（勤務日ごとの勤

務時間の時間数が同一でない会計年度任用職員

にあっては、その者の勤務時間を考慮し、市長の

定める時間）の範囲内の期間 

　※１時間単位での取得が可能です 

　※子の負傷、疾病の場合の世話のほか、子に予防

接種、健康診断を受けさせる場合に取得が可能

です


